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第１章 災害予防 
第 1節 航空機の安全な運航の確保 
第 1 航空従事者、航空保安職員の養成・研修の充実 

 
 
 
�次世代航空保安システムを運用する職員の技術取得や資質向上を図るなど、航空
保安大学校等における航空保安職員の研修の充実を図る。 

第 1節 航空機の安全な運航の確保 
第 1 航空従事者、航空保安職員の養成・教育の充実 

�航空大学校を活用し、定期航空等の安全確保の主力要員となる航空従事者を養成
し、その安定的確保を図るとともに、定期航空運送事業者等の自社養成についても、
十分な指導を行い、その質を確保する。 
�老朽化、狭隘化している航空保安大学校を移転整備し、将来の航空保安職員の養
成の充実を図るとともに、航空衛星システムを中心とする次世代航空保安システム
等の導入の進展等に合わせ、職員研修コース・カリキュラム等の見直しを行い、訓
練施設の充実を図る。さらに、国際化、経済社会ニーズ等の環境変化にも対応でき
るよう、研修制度の改善、強化を推進する。 

（略） （略） 
第 3節 情報の収集・伝達体制の整備 
第 1 情報伝達ルートの確立 

�発災時等に災害応急対策の実施に関し、必要な情報の連絡を迅速かつ確実に行う
ことができるよう省内（本省、地方支分部局等の内部、本省と地方支分部局等の間、
地方支分部局等相互間。以下、この節において同じ。）及び関係省庁、地方公共団
体、関係公共機関、関係事業者との間で情報伝達ルートの確立を図る。 
第 2 情報伝達手段の確保 

�発災時等に省内及び関係省庁、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者との間
で情報伝達手段を確保するため、ポケットベル・携帯電話・自動車電話等の移動通
信機器の充実に努める。また、重要回線の専用線化、高度化、衛星通信・無線通信
の活用を含めた多重化等について検討する。 
その際、夜間、休日、出勤途上においても、的確に対応できる体制を整備すること
とし、このため、省内関係者へのポケットベル・携帯電話の貸与、コンタクトポイ
ントとなる者の複数化及び情報ネットワークの活用等の措置を講じる。 
第 3 多様な情報収集手段の確保 

�関係省庁及び地方公共団体が整備する画像情報収集システム、被害状況の早期予
測システム等へのアクセス手法が確保されるよう努める。 

第 4節 航空交通の安全のための情報の充実 
�航空路誌、ノータム等により航空交通の安全確保に関する情報を適時・適切に提
供する。 
�航空運送事業者に対し、航空交通の安全に関する各種情報を態様、要因毎等に分
類、整理し、事故予防のために活用し、必要な措置を講ずるよう指導する。 
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第 3 多様な情報収集手段の確保 

�関係省庁及び地方公共団体が整備する画像情報収集システム、被害状況の早期予
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第 4節 航空交通の安全のための情報の充実 
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�航空運送事業者に対し、分類整理した各種情報を事業者相互間において交換し、
情報の活用を促進するよう指導する。 

�航空運送事業者に対し、分類整理した各種情報を事業者相互間において交換し、
情報の活用を促進するよう指導する。 

（略） （略） 

第 6節 捜索・救難体制の整備  
�東京救難調整本部を通じて、捜索活動等に従事する関係省庁に対して情報を伝達
する体制を維持・整備する。  

第 6節 捜索・救難体制の整備  
�航空機の遭難、行方不明等に際し、迅速かつ的確な捜索・救難活動を行うため、
救難調整本部においては、種々の緊急状態に対応した活動計画、訓練、情報の収集・
処理体制を充実するとともに、関係機関との連絡・協調体制の強化を図る。  

（略） （略） 
第 13節 航空交通環境の整備 

�空港整備七箇年計画等に基づき、空港、次世代システムを含む航空保安施設等の
整備を行うとともに、空港周辺対策の実施を図る。 

第 13節 航空交通環境の整備 
�社会資本整備重点計画等に基づき、空港、次世代システムを含む航空保安施設等
の整備を行うとともに、空港周辺対策の実施を図る。 

（略） （略） 

第 2章 災害応急対策  
 
第 1節 発災直後の応急対策 
第 1 活動体制の確立 

�航空災害が発生した場合、本省及び関係地方支分部局等では、非常参集要員の緊
急参集、情報収集・連絡体制の確立、災害対策本部の設置、各局部課における発災
時に対応した業務体制への移行等により、速やかに防災活動体制を確立する。 

第 2 政府対策本部等への対応 
�関係省庁会議の開催、政府対策本部の設置等が行われてた場合には、予め指定し
た職員をこれに参加させ、関係省庁との情報交換、災害応急対策の調整等に従事さ
せる。また、政府対策本部が設置される場合には、国土交通省内にその本部を設置
する。 
第 3 情報の収集・伝達  

(1) 災害応急対策の実施に必要な情報の収集・伝達 
�自らまたは関係省庁、地方公共団体、関係公共機関、関係事業者を通じて、全般
的な被害状況や空港施設の被害状況、公共交通機関の運航状況等の災害応急対策を
講じるために必要な情報の収集を速やかに行う。 
�航空災害が発生した場合または発生するおそれがある場合、事故情報等の連絡を
官邸、関係省庁、関係都道府県及び関係指定公共機関に行う。航空災害発生直後の
被害の第１次情報等については、被害規模を迅速に把握するとともに、被害規模に
関する概括的な情報等を速やかに官邸及び関係省庁に連絡する。なお、社会的影響
の大きい大規模な航空災害が発生した場合、被害の第１次情報を速やかに官邸に連
絡する。 
なお、情報の収集・伝達にあたっては、内容の詳細な把握よりも迅速な対応に重点
をおくものとする。 
(2) 情報伝達手段の確保 
�発災後、直ちに情報伝達手段の機能確認を行うとともに、支障が生じた施設、設
備の復旧を行う。また、携帯電話、衛星電話、無線通信等を活用した緊急情報連絡
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用の回線設定に努める。 
第 4 捜索、救助・救急、医療及び消火活動  

�捜索救難に関する関係機関として、東京救難調整本部を通じて、相互に密接に協
力して、捜索活動を行う。 
□東京救難調整本部を通じて、捜索活動に従事する関係省庁に対し情報を伝達す
る。 

用の回線設定に努める。 
第 4 捜索、救助・救急、医療及び消火活動  

�救難調整本部においては、航空機の捜索救難に関する関係省庁と相互に密接に協
力し捜索救難活動を行う。 
�救難調整本部において、航空機の捜索救難に関する業務を有効に促進するため、
必要な連絡及び調整について、関係省庁と随時必要な協議を行う。 

 


